
被災事業者の復旧支援

事業概要

中小企業基盤整備機構による仮設事務所、仮設工場の整備（仮設施設整備事業）及び
施設・設備の復旧・整備に対する補助（中小企業等グループ施設等復旧整備事業）による
被災中小企業への復旧支援

事業名 実施状況

仮設施設
整備事業

・中小機構が、被災地域において、事業活動を再開する複数の中小企業者が入居する
仮設施設（店舗・事務所・工場等）を整備
・整備した施設は、一定の貸与期間を経て、順次市へ無償譲渡
・市は入居者及び入居条件を決定し、中小企業へ一定期間無償貸与したのち、無償譲渡

（H23～H24） 仮設施設整備：19棟（市内企業18社が入居）
⇒ 中小機構から市への譲渡が完了（H25.3月末）
⇒ 市から事業者への譲渡が完了（H29.5.26）

中小企業
等グルー
プ施設等
復旧整備
事業

・複数の中小企業等から構成されるグループが復興事業計画を作成し、認定を受けた場
合に、施設・設備の復旧・整備について補助（H23）

◆10グループ（287事業者）へ補助金交付【総額86億円】

高度技術産業ｸﾞﾙｰﾌﾟ 28 事業者 港湾運送・港湾倉庫ｸﾞﾙｰﾌﾟ 21 事業者

八戸市中心地振興ｸﾞﾙｰﾌﾟ 19 事業者 紙パルプ製造業ｸﾞﾙｰﾌﾟ 24 事業者

八戸地域造船ｸﾞﾙｰﾌﾟ 32 事業者 八戸飼料穀物ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ
協議会ｸﾞﾙｰﾌﾟ

9 事業者

非鉄金属製造業ｸﾞﾙｰﾌﾟ 5 事業者 環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ産業ｸﾞﾙｰﾌﾟ 25 事業者

八戸水産業ｸﾞﾙｰﾌﾟ 103 事業者 八戸観光産業ｸﾞﾙｰﾌﾟ 21 事業者



経営安定化サポート資金の拡充

事業概要

震災により直接・間接の被害を受けた事業者に対し資金繰りを支援する特別保証融資の
実施

対象 制度概要 融資実績

中小企業
災害復旧枠

震災により
事業用資産
に直接被害
を受けた事
業者

○融資限度額 2億8,000万円
○融資期間 15年以内

(うち据置3年以内)
○融資利率 0.8％
※ただし、主要な事業用資産が
全・半壊または流出したと認め
られる者については無利子

○実施期限 H24年3月末

中小企業
経営安定枠

震災に伴う
間接被害に
より売上が
減少するな
ど、事業活
動に影響を
受けた事業
者

○融資限度額 8,000万円
○融資期間 10年以内

(うち据置2年以内)
○融資利率

H22～H23 ： 1.0%又は1.5%
H24～H26 ： 1.0%又は1.3%
H27 ： 0.8%又は1.0%
H28～ ： 0.7%又は0.9%

○実施期限 R３年３月末

年度 件数 融資額

H22・H23 404 5,920百万円

H24 60 1,546百万円

H25 26 557百万円

H26 7 155百万円

H27 5 140百万円

H28 8 165百万円

H29 4 82百万円

H30 4 90百万円

R元 4 90百万円

Ｒ2 1 20百万円

年度 件数 融資額

H22・H23 490 15,067百万円



復興特区支援利子補給事業

事業概要

八戸市復興推進計画の目標を達成する上で中核となる事業に必要な資金の融資（3億
円以上）に対する利子補給の実施
◎期間 貸付した日から起算して5年間
◎補給率 0.7％以内（国が金融機関に対して利子補給金を支給）

年度 実施状況

H24
＜認定日＞ H24.10.12 ＜対象＞ マルヨ水産㈱
＜内容＞ 桔梗野工場の冷凍・冷蔵施設の増設（設備投資額25億円、新規雇用41人）

H26
＜認定日＞ H26.6.27 ＜対象＞ 八戸セメント㈱
＜内容＞ リサイクル原料・燃料保管庫等の設置（設備投資額20億円、新規雇用5人）

H27
＜認定日＞ H27.6.30 ＜対象＞ 北日本造船㈱
＜内容＞ 船舶製造工場の増設（設備投資額32億円、新規雇用16人）

H28

＜認定日＞ H28.6.30 ＜対象＞ 多摩川精機㈱
＜内容＞ 製造設備の新設（設備投資額4億円、新規雇用1人）

＜認定日＞ H29.1.31 ＜対象＞八戸通運㈱
＜内容＞ 製造設備の新設（設備投資額15億円、新規雇用5人）

＜認定日＞ H29.1.31 ＜対象＞ ㈱ユニバース
＜内容＞ 惣菜センターの建設（設備投資額21億円、新規雇用117人）

R元
＜認定日＞ R元.7.3 ＜対象＞ ㈱ユニバース
＜内容＞ 食肉プロセスセンターの建設（設備投資額22億円、新規雇用80人）



あおもり生業づくり復興特区の推進

事業概要

青森県、三沢市、おいらせ町、階上町と共同で策定した「あおもり生業づくり復興特区」
（H24.3.2認定）による事業者向けの各種特例措置の活用

区 分 37条 38条 39条 計

ｸﾞﾘｰﾝ
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

環境ﾘｻｲｸﾙ
関連産業等

40 32 0 72

省ｴﾈﾙｷﾞｰ
関連産業等

23 16 0 39

ﾗｲﾌ
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

医療機器
部材産業等

2 1 0 3

健康食品
関連産業等

5 6 0 11

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

半導体
製造業等

21 22 0 43

輸送用機械
器具製造業

13 26 0 39

食品関連産業 74 64 1 139

情報ｻｰﾋﾞｽ関連産業 3 13 0 16

計 181 180 1 362

事業者の指定状況（R3.3.31現在）

◆業種別

区 分 件数
設備投資額

（予定）

新規雇用者数

（予定）

取得資産の
特別償却・税額控除

（復興特区法第37条）

156 2,094.5億円 －

被災者等の雇用に
係る特別控除

（復興特区法第38条）

156 － 228人

開発研究用資産の
特別償却・税額控除

（復興特区法第39条）

1 8.7百万円 －

◆特例措置別 計313件（236事業者） （単位：件）

※複数の業種について指定を受ける事業者があるため、
特例措置別の指定件数と業種別の指定件数は一致
しない。



誘致企業関連情報収集事業

事業概要

地域経済の活性化と雇用機会の創出を図ることを目的とした高度技術産業に属する企
業や地元企業と関連する域外企業の情報収集及び経済活動が活発な地域等からの企業
誘致の実施

年度 企業誘致実績 企業訪問実績

H23 6 件 のべ 92社 （市外企業39社、市内企業53社）

H24 5 件 のべ 142社 （県外企業45社、県内企業97社）

H25 5 件 のべ 133社 （県外企業53社、県内企業80社）

H26 5 件 のべ 184社 （県外企業100社、県内企業84社）

H27 5 件 のべ 164社 （県外企業78社、県内企業86社）

H28 4 件 のべ 198社 （県外企業96社、県内企業102社）

H29 4 件 のべ 251社 （県外企業105社、県内企業146社）

H30 4 件 のべ 260社 （県外企業104社、県内企業156社）

R元 5件 のべ 244社 （県外企業81社、県内企業163社）

R2 3件 のべ 80社 （県外企業21社、県内企業59社）
※R2年度はオンライン面談含む


